
■当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、生命保険、株式、債券等の売買を推奨･勧誘
するものではありません。■当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のもので
あり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、
今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を
保証するものではありません。■当資料にインデックス･統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾
者に帰属します。■当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。 

2015年10月20日 

（No.1,683） 
〈マーケットレポートNo.4,467〉 

2015年10月19日 9月の「オフィスビル空室率」さらに低下（日本） 
2015年10月14日 TPP交渉が大筋合意へ 自国の議会承認が課題、2次参加にも期待 

■15年9月に安倍首相は自ら「アベノミクス2.0」と称

して「新三本の矢」を発表しました。「一億総活躍」

社会を目指すとしています。今後の経済運営の課

題は労働人口の減少という供給制約を如何に克

服するかであり、その手段が重要です。新しい三本

の矢は、①希望を生み出す強い経済、②夢をつむ

ぐ子育て支援、③安心につながる社会保障で、潜

在成長率の引き上げを狙います。 

「アベノミクス2.0 新三本の矢」（日本） 
「アベノミクス」とは安倍政権が掲げる包括的な経済政策です。三本の矢とはその手段を指します。2015年

9月に、一億総活躍社会を掲げるアベノミクス「新三本の矢」が示されました。これで「アベノミクス」は第2段階

へ進み始めます。安倍首相は、新しい経済政策を自ら「アベノミクス2.0」と表明しました。 

6月に発表された「改訂成長戦略｣は、日本経済の

課題として「労働人口の減少(供給制約)｣を指摘し

ました。企業には「生産性の向上」を促しました。生産

性の向上を通じ「稼ぐ力」をより強化することは、日本

経済・日本企業にとって引き続き重要な課題です。 

■「生産性の向上」は引き続き重要な課題 ■ 「少子高齢化」問題に取り組む 

■「アベノミクス」は2012年に誕生した安倍政権が掲げた包括的な経済対策です。「デフレ(※1)からの脱却」と

「富の拡大(※2)」を目指しました。これを実現するための経済政策が「三本の矢」です。 

    (※1)物価が持続的に下落する状態、(※2)名目GDPを今後10年間の平均で+3%を目指す。 

■三本の矢は、①金融緩和、②財政政策、③成長戦略、でした。財政はその都度補正予算を組むことで機

動的な対応を進めました。金融緩和は、「量的・質的金融緩和」として、日銀が13年4月に導入を決定しま

した。その後、14年10月末に量的・質的金融緩和の拡大を決定しています。成長戦略は｢日本再興戦略｣

が13年6月に策定され、今年は「日本再興戦略」改訂2015(改訂成長戦略)が閣議決定されています。 

「アベノミクス」の課題はデフレ脱却 
三本の矢は、金融緩和、財政政策、成長戦略 

「生産性の向上」と「少子高齢化」対策が日本を再活性化 

「アベノミクス2.0」(新三本の矢)は日本を再活性化

するために、より長期的な視点に立って、最大の課題

である「少子高齢化」問題にチャレンジしようとしてい

ます。「生産性の向上」と｢アベノミクス2.0」による少

子高齢化対策は日本再活性化の2大テーマです。 

「アベノミクス2.0」の課題は供給制約の克服 
新三本の矢で潜在成長率の引き上げを狙う 

希望を生み出す強い経済 
目標：名目GDP600兆円の達
成(2015年約500兆円) 

夢をつむぐ子育て支援 
目標：出生率1.8人(現状1.5人) 

安心につながる社会保障 
目標：介護離職ゼロ 

(出所)各種報道を基に三井住友アセットマネジメント作成 

新
三
本
の
矢 

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
2.

0 

｢一億総活躍｣社会 
・50年後も人口一億人を維持。 
・誰もがもっと活躍できる社会の創生。 

http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/1249449_1951.html
http://www.smam-jp.com/market/report/keyword/1249500_1982.html

